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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。 

回次 第119期中 第120期中 第121期中 第119期 第120期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 33,547 37,891 40,698 70,188 78,653

経常利益 (百万円) 3,289 4,904 5,876 7,226 10,483

中間(当期)純利益 (百万円) 1,468 1,808 3,403 3,091 5,341

純資産額 (百万円) 39,564 42,964 51,876 41,801 46,693

総資産額 (百万円) 96,796 103,256 113,046 101,014 104,244

１株当たり純資産額 (円) 610.27 662.92 800.55 643.64 719.15

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 22.65 27.91 52.51 46.47 81.12

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.9 41.6 45.9 41.4 44.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,568 2,508 4,042 6,752 7,456

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,826 △1,727 △1,754 △3,221 △2,447

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,162 △295 △1,573 △3,806 △2,798

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 11,054 12,551 15,009 12,061 14,191

従業員数 (名) 2,737 2,827 2,845 2,725 2,833



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。 

  

回次 第119期中 第120期中 第121期中 第119期 第120期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 17,211 19,629 21,087 35,756 40,016

経常利益 (百万円) 1,713 2,641 2,879 3,658 4,938

中間(当期)純利益 (百万円) 1,017 1,314 1,812 2,002 2,668

資本金 (百万円) 4,560 4,560 4,560 4,560 4,560

発行済株式総数 (株) 66,302,262 66,302,262 66,302,262 66,302,262 66,302,262

純資産額 (百万円) 35,138 37,948 42,680 37,175 39,473

総資産額 (百万円) 60,660 66,067 71,356 64,218 65,868

１株当たり純資産額 (円) 530.38 572.95 644.73 560.56 595.54

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 15.35 19.84 27.38 29.60 39.64

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 4 5 7 10 12

自己資本比率 (％) 57.9 57.4 59.8 57.9 59.9

従業員数 (名) 920 910 881 895 892



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  新規 

（注）＊１：持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満のため記載を省略しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満のため記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには「日本パーカライジング労働組合」の他計７団体ありますが、労使関係について特に記載する

事項はありません。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

役員の兼任等
(名) 関係内容 

（連結子会社） 
佛山パーカー表面改質 
(Foshan Parker Surface  
Modification Co.,Ltd.)  
*1 

中国広東省 (百万RMB) 
14 熱処理加工 31.2

当社役員 1
当社従業員 1
その他 2

― 

（持分法適用関連会社） 
武漢パーカライジング化工 
(Wu Han  
Parkerizing Chemical  
Co.,Ltd.)  

中国湖北省 (百万RMB) 
17 

金属表面処理剤の製
造・販売 35.0

当社役員 1
当社従業員 1

― 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

薬品事業 880 

装置事業 220 

加工事業 1,378 

その他の事業 171 

全社(共通) 196 

合計 2,845 

従業員数(名) 881 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における世界経済は、ハリケーンなどの自然災害や原油を始めとする素材の高騰などの不安定要

素はあったものの米国経済は拡大を続け、中国も高成長を持続させるなど景気は総じて堅調に推移いたしました。一

方、国内経済も、輸出や生産の拡大を背景に企業収益や設備投資が改善するとともに、個人消費も回復傾向を示すな

ど、景気は回復軌道をたどりつつ推移いたしました。 

当社グループを取り巻く事業環境におきましては、金属表面処理剤や熱処理加工などの主要取引先であります鉄鋼業

界や自動車業界などの生産状況は高い水準を持続しておりますが、リン酸、ニッケルなど主要原材料の価格高騰がさら

に進み、金属表面処理剤等の収益を圧迫する状況となりました。 

このような経済環境のもと、当社グループでは、多様・高度化する市場に対応し、海外における熱処理事業の展開と

グループ企業の連携を一層強化するとともに、新規開発技術の市場浸透や製品・加工技術の差別化を推進してまいりま

した。また、事業全般にわたるコスト低減活動を推進し、企業体質の強化と収益の向上に取り組んでまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の連結業績は次の通りとなりました。 

売上高は40,698百万円（前年同期比7.4％増）となり、営業利益は5,039百万円（前年同期比16.4％増）、経常利益

は5,876百万円（前年同期比19.8％増）となりました。前中間連結会計期間において、固定資産の減損に係る会計基準

を早期に適用いたしましたが、当中間連結会計期間においては多額な特別損失の計上はなく、税金等調整前中間純利

益は5,842百万円（前年同期比85.2％増）、法人税等を控除後の中間純利益は3,403百万円（前年同期比88.1％増）と

大幅な増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①薬品事業 

国内においては、輸出好調な鉄鋼業界向けに金属表面処理剤の需要が増加いたしました。また、クロムフリー技

術・一工程潤滑（ＰＵＬＳ）等の環境対応製品の市場展開が進展するなど順調に推移いたしました。また、海外にお

いてもタイ、インドネシア、ベトナム、ベルギーなどで金属表面処理剤の売上が増加いたしました。しかしながら、

国内外共に主要原材料の価格高騰の影響を受け、製造コストが増加し収益の伸びは低調に推移いたしました。この結

果、売上高は16,419百万円（前年同期比7.8％増）となり、営業利益は3,752百万円（前年同期比2.4％増）となりまし

た。 

②装置事業 

国内においては、企業収益の改善を背景に設備投資が増加するなか、輸送機器関連業界を中心に、金属表面処理装

置の受注が増加いたしました。海外においても、日系企業の進出が続く中国などにおいて受注が増加いたしました。

また、収益面でも予想を上回る改善がみられました。この結果、売上高は7,595百万円（前年同期比17.7％増）とな

り、営業利益は144百万円（前中間連結会計期間の営業損失は３百万円）となりました。 



③加工事業 

国内では、自動車部品を中心にタフトライド加工や浸炭加工などの熱処理加工が順調に売上を伸ばすとともに固体

潤滑加工も製品サイクルは短いものの携帯部品などで受注が増加いたしました。海外においても、米国、タイなどが

自動車関連を中心に業績を伸ばすとともに、低迷していたベトナムや進出間もないインドネシアなどでも、受注が増

加するなど総じて順調に推移いたしました。この結果、売上高は16,046百万円（前年同期比8.6％増）となり、営業利

益は3,057百万円（前年同期比21.7％増）となりました。 

④その他の事業 

ビル改修工事などのメンテナンス事業の採算性見直しから事業を縮小したことなどにより、売上高が減少いたしま

した。利益面におきましてもテナントビルの賃貸料などの減少により減益となりました。この結果、売上高は2,496百

万円（前年同期比12.9％減）となり、営業利益は160百万円（前年同期比22.0％減）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本国内 

国内経済の回復に伴い全体的には増収増益となりましたが、加工事業においては取引業種により減収となる子会社

もあり、無電解ニッケルめっき剤や金属表面処理剤などの薬品事業も、原材料高騰の影響を強く受け、利益率の低下

を招くなど厳しい側面も見受けられました。装置事業は需要の増加により収益性が改善いたしました。また、ビルメ

ンテナンス事業の採算性を見直した事業再編成効果もあり、売上高は34,279百万円（前年同期比4.7％増）となり、営

業利益は5,921百万円（前年同期比7.5％増）となりました。 

②アジア地区 

自動車および二輪車業界の生産が順調なタイにおいては、引き続き高収益を維持いたしました。また、当中間連結

会計期間においては、台湾を除くアジア地区のほとんどの子会社が増収増益になるなど順調に推移いたしました。こ

の結果、売上高は5,626百万円（前年同期比39.9％増）となり、営業利益は881百万円（前年同期比25.9％増）となり

ました。 

③欧米地区 

米国において自動車部品を中心に熱処理加工などの受注が増加するなど順調に売上を伸ばすとともに、ベルギーで

も金属表面処理剤の売上が増加いたしました。この結果、売上高は2,260百万円(前年同期比14.1％増)となり、営業利

益は341百万円（前年同期比50.0％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が5,842百万円、減価償却費1,289百万円、仕入債務

の増加額1,659百万円などがありましたが、売上債権の増加額2,318百万円、たな卸資産の増加額1,047百万円などがあ

り、前中間連結会計期間と比べ1,534百万円増加し4,042百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に熱処理事業への設備投資など1,997百万円の投資を行ったことなどによ

り、前中間連結会計期間とほぼ同額の1,754百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済が進んだことから1,573百万円の支出となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、期首に比べ818百万円増加し15,009百万円となりま

した。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は販売価額にて表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 上記の他に外注生産され、連結会社で製品として受け入れたものは次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価額にて表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

薬品事業 金属表面処理剤 8,910 5.0 

  圧延油 365 △0.5 

  防錆油 1,321 16.3 

  めっき液 1,274 8.8 

  その他 438 △4.2 

  小計 12,311 5.9 

装置事業 金属表面処理装置 4,333 29.4 

  塗装機器他 2,436 △1.1 

  小計 6,769 16.5 

加工事業 防錆加工 6,896 6.2 

  熱処理加工 9,217 11.2 

  小計 16,113 9.0 

その他の事業 テストピース 129 8.8 

  その他 65 △21.1 

  小計 194 △3.5 

合計 35,389 9.2 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

薬品事業 金属表面処理剤 471 7.5 

  圧延油 462 16.6 

  防錆油 180 7.5 

  その他 26 △19.9 

  小計 1,141 10.1 

装置事業 金属表面処理装置 707 165.2 

  塗装機器他 943 △3.7 

  小計 1,650 32.4 

合計 2,791 22.3 



(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 薬品事業については受注見込みによる生産方式をとっております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

装置事業 金属表面処理装置 5,578 23.0 4,830 19.5

  塗装機器他 2,519 71.0 181 △59.5

  小計 8,098 34.8 5,012 11.6

加工事業 防錆加工 6,891 6.3 109 4.6

  熱処理加工 9,162 10.3 146 8.6

  小計 16,053 8.6 256 6.8

その他の事業 構造物メンテナンス 1,172 △7.1 1,274 34.1

  小計 1,172 △7.1 1,274 34.1

合計 25,324 14.8 6,542 15.2

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

薬品事業 金属表面処理剤 8,987 6.6 

  圧延油 734 3.3 

  防錆油 1,246 20.8 

  工業用洗浄剤 734 13.9 

  めっき液 1,499 15.9 

  その他 2,786 2.7 

  小計 15,990 7.9 

装置事業 金属表面処理装置 4,307 17.3 

  塗装機器他 2,679 1.0 

  小計 6,987 10.4 

加工事業 防錆加工 6,890 6.3 

  熱処理加工 9,155 10.4 

  小計 16,046 8.6 

その他の事業 構造物メンテナンス 918 △23.4 

  その他 755 △0.9 

  小計 1,674 △14.7 

合計 40,698 7.4 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

技術提携 

相互技術供与契約 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発活動は、中間連結財務諸表を作成する当社とパーカー加工㈱及び日本カニゼ

ン㈱の３社が行っております。 

当社グループは、創業者の理念であり永遠のテーマとも言える「限りある金属資源を有効に使い、これを節約す

る」をグループの使命として事業を続けてまいりました。現在では金属はもちろんのこと、あらゆる素材に表面処理

を施すことにより、限られた資源を有効活用するとともに新たな機能を付与することをめざして、研究開発を進めて

おります。これにより、広く産業界に寄与するとともに、環境問題対策のために重要な要因である省資源化にも努力

してまいりました。近年ではさらに、環境に配慮した製品の開発に力を入れ、実用化が進んでおります。 

当社の事業領域は、表面処理薬剤の製造販売を中心とする薬品事業領域と、防錆加工及び熱処理加工をおこなう加

工事業領域、表面処理及び塗装に関連する設備機器の製造販売をおこなう装置事業領域の３つに大別されます。 

当社の研究開発活動は、総合技術研究所が中核となり、上記３領域を網羅した基礎研究・技術開発を行っておりま

す。特に基礎研究につきましては新素材・新分野へ対応するため、大学及び公的機関等との共同研究も積極的に行っ

ております。 

さらに、より顧客に近い立場での応用研究が、薬品事業部門では関東・中京・関西の各地域事業部SEセンターで、

加工事業部門では加工技術センターで、粉体塗装部門ではアイオニクス事業部で、それぞれ進められております。ま

た、グループ各社でもそれぞれ開発が行われ、グループ会社間での共同開発も活発に行われております。 

海外につきましても、アジア地区ではタイ及び中国に専門に活動する技術員を駐在させ、緊密な情報交換を行って

おります。また、欧米地区ではHENKEL社と技術提携を行い、互いの開発技術を紹介しあうと共に、協力して開発成果

のグローバル展開を推進しています。 

当中間連結会計期間は総研究開発費として870百万円を投入いたしました。なお、事業別セグメントに関連付けての

記載は困難であるため省略しております。 

  

「主な研究成果」 

薬品事業領域では、鉄鋼用クロムフリー機能性コーティング剤、アルミ缶用アルカリ脱脂剤、環境対応かつ多種素

材対応型自動車用表面処理剤、熱交換器用クロムフリー親水性処理剤、一工程型塑性加工潤滑剤、可視光光触媒酸化

チタンコーティング剤などの新技術が開発され実用化が進んでおります。 

加工事業領域では、高耐食性塩浴軟窒化処理、環境対応型塩浴軟窒化処理、新規ポリマーモルタル、プラズマ電解

を用いた新規セラミックコーティング、モーターコア用化成型塗装システムなどの新技術を開発してまいりました。 

装置事業領域では、一工程型塑性加工潤滑剤塗布装置、高濃度シアン分解装置、高電圧低電流パルス荷電方式の静

電粉体塗装機、粉体塗装の色替えを迅速化した「ツイン・ディバイド マルチカラー ブース」などを開発実用化し

ております。 

提携会社名 提携先 国名 提携内容 ロイヤルティ 提携期間 

日本パーカライ
ジング㈱ 
(提出会社) 

ヘンケル社 
(Henkel KGaA) 
  

ドイツ 
  
  

金属表面処理技術に関する相互
供与と欧米以外での製造・販売
に係わる実施権 

正味販売
価額の一定率 
  

平成17年７月1
日より平成22年
６月30日まで 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間に以下の生産設備を譲渡いたしました。 

提出会社 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１） 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な

設備計画の完了はありません。 

  

（２） 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画中であったもののうち、当中間連結会計期間中に変更した計画は、次のとおりであり

ます。 
  

(注) １ 移転計画の見直しを行った結果、当初の計画に比べ、投資予定金額が900百万円増加いたしました。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（３） 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（４） 重要な設備計画の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類

別セグメン

トの名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)

工具器具

備品 
合計 

富山工場 
(富山県新湊市) 装置 ガラス製品の

生産設備 79 18
178
(16)

1 276 8

会社名及び 
事業所名 所在地 

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円) 着手 完了 

日本カニゼン㈱ 
尾島工場 群馬県太田市 加工 工場の移設 1,300 ― 自己資金

平成17年 
9月 

平成18年 
9月 ― 

会社名及び 
事業所名 所在地 

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円) 着手 完了 

浜松熱処理工業㈱ 
浜松西工場 静岡県浜松市 加工 熱処理設備 650 ― 自己資金

平成18年 
1月 

平成18年 
7月 

売上 
50百万円
/年 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社が発行する株式の総数は、120,000,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 66,302,262 同左
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 66,302,262 同左 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。 

３ みずほ信託銀行株式会社（退職給付信託新日本製鐵退職金口）の所有株式数は全て信託業務に係るものであり、新日本製

鐵株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であります。なお、その議決権行使の指図権は、新日本製鐵株式会

社が留保しております。 

４ 株式会社雄元が所有している株式については、商法第241条第３項の規定により議決権を有しておりません。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 66,302,262 ― 4,560 ― 3,912

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町ニ丁目11－３ 4,271 6.44

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５－12 3,596 5.42

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 2,944 4.44

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１－１ 2,789 4.20

みずほ信託株式会社（退職給付 
信託新日本製鐵退職金口） 

東京都中央区八重洲一丁目２－１ 2,664 4.01

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 2,382 3.59

株式会社雄元 東京都中央区日本橋二丁目16－８ 2,354 3.55

財団法人里見奨学会 
東京都中央区日本橋一丁目15－１
パーカービル内 

2,316 3.49

旭千代田工業株式会社 愛知県尾張旭市東栄町四丁目８－１ 2,292 3.45

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１－２ 1,556 2.34

計 ― 27,167 39.46



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株及び相互保有株式が次のとおり含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

103,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

(相互保有株式) 
普通株式 

3,232,000 
― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

62,549,000 
62,549 同上 

単元未満株式 
普通株式 

418,262 
― 同上 

発行済株式総数 66,302,262 ― ― 

総株主の議決権 ― 62,549 ― 

     株 

自己保有株式   808   

相互保有株式 ㈱雄元 499  

  長泉パーカライジング㈱ 250  

  パーカー熱処理工業㈱ 913  

  浜松熱処理工業㈱ 38  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本パーカライジング 
株式会社 

東京都中央区 
日本橋１－15－１ 

103,000 ― 103,000 0.16

(相互保有株式) 
株式会社雄元 

東京都中央区 
日本橋２－16－８ 

2,354,000 ― 2,354,000 3.55

(相互保有株式) 
長泉パーカライジング 
株式会社 

静岡県駿東郡長泉町 
下長窪1088 

5,000 ― 5,000 0.01

(相互保有株式) 
パーカー熱処理工業 
株式会社 

東京都中央区 
日本橋２－16－８ 

564,000 ― 564,000 0.85

(相互保有株式) 
浜松熱処理工業 
株式会社 

静岡県浜松市寺脇町718 309,000 ― 309,000 0.47

計 ― 3,335,000 ― 3,335,000 5.03



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 上記は東京証券取引所市場第一部における株価であります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,142 1,300 1,400 1,432 1,418 1,424

最低(円) 980 1,133 1,271 1,340 1,273 1,286



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、公認会計士三浦新一事務所及び中央青山監査法人により中間監査を受けております。

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金     13,741 15,622   14,743 

 ２ 受取手形及び売掛金     26,665 29,008   26,605 

 ３ たな卸資産     6,275 6,159   5,062 

 ４ その他     2,207 2,722   2,319 

   貸倒引当金     △157 △133   △146 

   流動資産合計     48,732 47.2 53,380 47.2   48,583 46.6

Ⅱ 固定資産           

 (1) 有形固定資産 ※1,2         

  １ 建物及び構築物     10,387 10,026   10,179 

  ２ 機械装置及び 
    運搬具     6,780 7,440   6,994 

  ３ 土地     14,193 13,957   14,163 

  ４ その他     1,300 1,788   1,447 

    有形固定資産合計     32,662 (31.6) 33,213 (29.4)   32,785 (31.4)

 (2) 無形固定資産     1,245 (1.2) 1,273 (1.1)   1,242 (1.2)

 (3) 投資その他の資産           

  １ 投資有価証券     16,491 21,640   17,821 

  ２ その他     4,751 4,174   4,453 

    貸倒引当金     △629 △635   △642 

    投資その他の資産 
    合計     20,613 (20.0) 25,179 (22.3)   21,632 (20.8)

   固定資産合計     54,521 52.8 59,666 52.8   55,660 53.4

Ⅲ 繰延資産     2 0.0 － －   － －

   資産合計     103,256 100.0 113,046 100.0   104,244 100.0

            



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形及び買掛金     14,456 15,628   13,899 

 ２ 短期借入金 ※２   6,336 5,117   4,587 

３ 一年以内返済予定の
長期借入金 ※２   2,704 4,573   2,676 

 ４ 未払法人税等     1,779 1,987   1,912 

 ５ 賞与引当金     1,885 1,997   2,018 

 ６ 子会社整理損失 
   引当金     50 ―   ― 

 ７ 製品保証引当金     13 9   5 

８ その他     5,359 6,127   4,602 

   流動負債合計     32,585 31.6 35,442 31.4   29,703 28.5

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金 ※２   11,026 7,023   10,617 

 ２ 退職給付引当金     10,631 10,077   10,300 

 ３ 役員退職慰労引当金     524 569   559 

 ４ 連結調整勘定     226 138   190 

 ５ その他     533 1,479   470 

   固定負債合計     22,942 22.2 19,288 17.0   22,139 21.2

   負債合計     55,527 53.8 54,731 48.4   51,842 49.7

(少数株主持分)           

  少数株主持分     4,763 4.6 6,438 5.7   5,708 5.5

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     4,560 4.4 4,560 4.0   4,560 4.4

Ⅱ 資本剰余金     3,951 3.8 3,912 3.5   3,951 3.8

Ⅲ 利益剰余金     32,087 31.1 38,206 33.8   35,301 33.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     4,259 4.1 6,848 6.1   4,832 4.6

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,359 △1.3 △1,087 △1.0   △1,402 △1.4

Ⅵ 自己株式 ※２   △534 △0.5 △564 △0.5   △550 △0.5

   資本合計     42,964 41.6 51,876 45.9   46,693 44.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計     103,256 100.0 113,046 100.0   104,244 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    37,891 100.0 40,698 100.0  78,653 100.0

Ⅱ 売上原価    24,964 65.9 26,646 65.5  51,804 65.9

   売上総利益    12,927 34.1 14,051 34.5  26,849 34.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

 １ 運送費   627   662 1,289   

 ２ 役員報酬   271   256 528   

 ３ 従業員給料   2,762   2,778 5,486   

 ４ 賞与   35   72 1,187   

 ５ 賞与引当金繰入額   1,129   1,231 1,258   

 ６ 退職給付費用   385   370 756   

 ７ 減価償却費   241   268 517   

 ８ その他の費用   3,140 8,595 22.7 3,370 9,011 22.1 6,412 17,436 22.1

   営業利益    4,331 11.4 5,039 12.4  9,412 12.0

Ⅳ 営業外収益         

 １ 受取利息   33   27 65   

 ２ 受取配当金   136   183 214   

 ３ 受取賃貸料   78   68 154   

 ４ 受取技術料   132   80 268   

５ 為替差益   ―   230 ―   

 ６ 持分法による 
   投資利益   209   273 497   

 ７ 雑収益   226 817 2.2 201 1,065 2.6 408 1,608 2.0

Ⅴ 営業外費用         

 １ 支払利息   127   91 235   

 ２ 棚卸資産廃棄損   5   15 10   

 ３ 棚卸資産評価損   35   ― 45   

 ４ 為替差損   ―   ― 34   

 ５ 雑費用   76 244 0.7 120 228 0.6 211 538 0.7

   経常利益    4,904 12.9 5,876 14.4  10,483 13.3

Ⅵ 特別利益         

 １ 固定資産売却益 ※１ 6   114 15   

 ２ 投資有価証券売却益   4   ― 195   

 ３ 貸倒引当金戻入益   16   20 11   

 ４ その他   3 31 0.1 ― 134 0.3 127 349 0.4

Ⅶ 特別損失         

 １ 固定資産売却損 ※２ 2   9 4   

 ２ 固定資産除却損 ※３ 30   31 58   

 ３ 減損損失 ※４ 1,666   ― 1,824   

 ４ 投資有価証券売却損   22   ― 52   

 ５ 会員権貸倒引当金 
   繰入額   5   0 16   

 ６ 役員退職金   1   53 29   

 ７ 過年度役員退職慰労 
引当金繰入額   ―   17 ―   

 ８ 子会社整理損失 
   引当金繰入額   50   ― ―   

 ９ クレーム費用   ―   38 ―   

 10 その他   2 1,781 4.7 18 168 0.3 6 1,991 2.5

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益    3,153 8.3 5,842 14.4  8,841 11.2



  

  

  

③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

   法人税、住民税 
   及び事業税   1,617   1,835 3,418   

   法人税等調整額 ※５ ― 1,617 4.2 ― 1,835 4.5 △540 2,877 3.6

   少数株主利益 
  又は少数株主損失(△)    △272 △0.7 603 1.5   621 0.8

   中間(当期)純利益    1,808 4.8 3,403 8.4   5,341 6.8

           

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,951 3,951   3,951

Ⅱ 資本剰余金減少高     

 １ 利益剰余金への振替 ― ― 38 38 ― ―

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  3,951 3,912   3,951

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   30,741 35,301   30,741

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 1,808 3,403 5,341 

 ２ 資本剰余金からの振替 ― 38 ― 

 ３ 持分法適用会社の合併に 
伴う増加高 

― 1,808 3 3,446 ― 5,341

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 381 444 699 

２ 役員賞与金 81 96 82 

(うち監査役賞与金) (5) 463 (5) 541 (5) 781

      

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  32,087 38,206   35,301

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

 3,153 5,842 8,841

２ 減価償却費  1,282 1,289 2,648

３ 減損損失  1,666 ― 1,824

４ 貸倒引当金の増加額  19 13 58

５ 賞与引当金の増加額 
  (又は減少額) 

 △17 △20 115

６ 退職給付引当金の減少額  △102 △224 △433

７ 役員退職慰労引当金の 
  増加額（又は減少額） 

 △19 9 15

８ 受取利息及び受取配当金  △170 △210 △279

９ 支払利息  127 91 235

10 持分法による投資利益  △209 △273 △497

11 有形固定資産除却損  35 31 73

12 売上債権の増加額  △1,879 △2,318 △1,877

13 たな卸資産の増加額 
(又は減少額) 

 △762 △1,047 470

14 前渡金の増加額 
  (又は減少額) 

 △143 288 △377

15 仕入債務の増加額  1,257 1,659 707

16 その他  227 528 △662

小計  4,463 5,658 10,862

17 利息及び配当金の受取額  234 320 463

18 利息の支払額  △132 △106 △252

19 法人税等の支払額  △2,057 △1,829 △3,617

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,508 4,042 7,456



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入れ 
  による支出 

 △505 △187 △127

２ 定期預金の払戻し 
  による収入 

 37 139 293

３ 有価証券の取得 
  による支出 

 △581 △941 △712

４ 有価証券の売却 
  による収入 

 429 817 848

５ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △1,237 △1,997 △2,695

６ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 243 448 46

７ 貸付けによる支出  △115 △9 △119

８ 貸付金の回収による収入  22 41 50

９ その他  △20 △65 △32

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,727 △1,754 △2,447

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入  3,534 4,396 5,723

２ 短期借入金の返済 
  による支出 

 △3,032 △3,875 △6,965

３ 長期借入による収入  1,284 ― 2,653

４ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △1,604 △1,695 △3,426

５ 自己株式の取得 
  による支出 

 △9 △14 △31

６ 少数株主からの払込み 
  による収入 

 ― 154 34

７ 配当金の支払額  △381 △444 △699

８ 少数株主への配当金の 
  支払額 

 △84 △89 △82

９ その他  △2 △4 △5

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △295 △1,573 △2,798

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 5 103 △80

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額 

 489 818 2,129

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 12,061 14,191 12,061

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 12,551 15,009 14,191

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社 40社 

主要な連結子会社の

名称 

パーカーエンジニ

アリング㈱、パー

カー興産㈱、パー

カー加工㈱、浜松

熱処理工業㈱、㈱

雄元、ツルテック

㈱、タイパーカラ

イジング㈱、ヌサ

ンタラパーカライ

ジング㈱ 

 カニゼン上海につい

ては新規設立したこと

により、連結子会社に

含めております。 

(1) 連結子会社 40社 

主要な連結子会社の

名称 

パーカーエンジニ

アリング㈱、パー

カー興産㈱、パー

カー加工㈱、浜松

熱処理工業㈱、㈱

雄元、ツルテック

㈱、タイパーカラ

イジング㈱、ヌサ

ンタラパーカライ

ジング㈱ 

 佛山パーカー表面改

質については新規設立

したことにより、連結

子会社に含めておりま

す。 

(1) 連結子会社 39社 

主要な連結子会社の

名称 

「第１ 企業の概

況 ４ 関係会社

の状況」に記載し

ているため省略し

ております。 

 札幌パーカライジン

グ㈱については清算し

たことにより、連結子

会社から除外してお

り、カニゼン上海につ

いては新たに会社を設

立したことにより、連

結子会社に含めており

ます。 

  (2) 非連結子会社 

パーカーパシフィッ

クインターナショナ

ル㈱ 

(2) 非連結子会社 

同左 

(2) 非連結子会社 

同左 

  (3) 連結の範囲から除外

した理由 

 非連結子会社は、総

資産、売上高、中間純

損益並びに利益剰余金

等の点からみて、いず

れも小規模であり、中

間連結財務諸表に及ぼ

す影響は軽微でありま

すので除外しておりま

す。 

(3) 連結の範囲から除外

した理由 

同左 

(3) 連結の範囲から除外

した理由 

 非連結子会社は、総

資産、売上高、当期純

損益並びに利益剰余金

等の点からみて、いず

れも小規模であり、連

結財務諸表に及ぼす影

響は軽微でありますの

で除外しております。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法適用非連結子

会社 

１社 

パーカーパシフィッ

クインターナショナ

ル㈱ 

(1) 持分法適用非連結子

会社 

１社 

同左 

(1) 持分法適用非連結子

会社 

１社 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 持分法適用関連会社
16社 

主要な会社等の名称 
㈱パーカーコーポレ
ーション、パーカー
熱処理工業㈱、長泉
パーカライジング
㈱、パ ー カ ー 油 販
㈱、ミ リ オ ン 化 学
㈱、㈱グリーンテク
ノ、ＮＰＫソイルリ
サーチ㈱、大韓パー
カライジング㈱、日
本パーカライジング
マレーシア㈱、瀋陽
パーカライジング、
上海パーカライジン
グ、上海パーカー興
産化工、上海パーカ
ー塗装、ニッパケミ
カルズ㈱、プロセダ
イン㈱ 

(2) 持分法適用関連会社
16社 

主要な会社等の名称 
㈱パーカーコーポレ
ーション、パーカー
熱処理工業㈱、長泉
パーカライジング
㈱、パ ー カ ー 油 販
㈱、ミ リ オ ン 化 学
㈱、㈱グリーンテク
ノ、ＮＰＫソイルリ
サーチ㈱、大韓パー
カライジング㈱、日
本パーカライジング
マレーシア㈱、瀋陽
パーカライジング、
上海パーカライジン
グ、上海パーカー興
産化工、上海パーカ
ー塗装、ニッパケミ
カルズ㈱ 
 武漢パーカライジ
ング化工については
新規設立したことに
より、持分法適用関
連会社に含めており
ます。 

(2) 持分法適用関連会社 
15社 

主要な会社等の名称 
㈱パーカーコーポ
レーション、パーカ
ー熱処理工業㈱、長
泉パーカライジング
㈱、パ ー カ ー 油 販
㈱、ミ リ オ ン 化 学
㈱、㈱グリーンテク
ノ、ＮＰＫソイルリ
サーチ㈱、大韓パー
カライジング㈱、日
本パーカライジング
マレーシア㈱、瀋陽
パーカライジング、
上海パーカライジン
グ、上海パーカー興
産化工、上海パーカ
ー塗装、ニッパケミ
カルズ㈱ 
プロセダイン㈱に
ついては所有してい
る株式を売却したこ
とにより、持分法適
用関連会社から除外
しております。 

３ 連結子会社の(中間)
決算日等に関する事
項 

連結子会社のうちツルテ
ック㈱、中日金属化工
㈱、タイパーカライジン
グ㈱、ヌサンタラ パーカ
ライジング㈱、フィリピ
ン パーカライジング㈱、
ベトナム パーカライジン
グ、台湾パーカー㈱、パ
ーカーエンジニアリング
(タイランド)㈱、ピーイ
ーティ トレーディング
㈱、パーカーエンジニア
リング インドネシア㈱、
ピー・アイ オブ ヨーロ
ッパ㈱、韓国パーカー興
産㈱、パーカープロセシ
ング ベトナム、ワイエス 
アンド カンパニー㈱、ピ
ーイーオブアメリカ㈱、
カニゼンタイランド㈱、
重慶パーカライジング、
パーカー金属処理インド
ネシア㈱、上海パーカー
表面改質、パーカーエン
ジニアリング上海、エム
エムアイ ツルテック㈱、
広州パーカライジング、
カニゼン上海の中間決算
日は６月30日であり、同
日現在の中間財務諸表を
使用しておりますが、中
間連結決算日との間に生
じた重要な取引について
は連結上必要な調整を行
っております。 

連結子会社のうちツルテ
ック㈱、中日金属化工
㈱、タイパーカライジン
グ㈱、ヌサンタラ パーカ
ライジング㈱、フィリピ
ン パーカライジング㈱、
ベトナム パーカライジン
グ、台湾パーカー㈱、パ
ーカーエンジニアリング
(タイランド)㈱、ピーイ
ーティ トレーディング
㈱、パーカーエンジニア
リング インドネシア㈱、
ピー・アイ オブ ヨーロ
ッパ㈱、韓国パーカー興
産㈱、パーカープロセシ
ング ベトナム、ワイエス 
アンド カンパニー㈱、ピ
ーイーオブアメリカ㈱、
カニゼンタイランド㈱、
カニゼン上海、重慶パー
カライジング、パーカー
金属処理インドネシア
㈱、上海パーカー表面改
質、パーカーエンジニア
リング上海、エムエムア
イ ツルテック㈱、広州パ
ーカライジング、佛山パ
ーカー表面改質の中間決
算日は６月30日であり、
同日現在の中間財務諸表
を使用しておりますが、
中間連結決算日との間に
生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を
行っております。 

連結子会社のうちツルテ
ック㈱、中日金属化工
㈱、タイパーカライジン
グ㈱、ヌサンタラ パーカ
ライジング㈱、フィリピ
ン パーカライジング㈱、
ベトナム パーカライジン
グ、台湾パーカー㈱、パ
ーカーエンジニアリング
(タイランド)㈱、ピーイ
ーティ トレーディング
㈱、パーカーエンジニア
リング インドネシア㈱、
ピー・アイ オブ ヨーロ
ッパ㈱、韓国パーカー興
産㈱、パーカープロセシ
ング ベトナム、ワイエス 
アンド カンパニー㈱、ピ
ーイーオブアメリカ㈱、
カニゼンタイランド㈱、
カニゼン上海、重慶パー
カライジング、広州パー
カライジング、パーカー
金属処理インドネシア
㈱、上海パーカー表面改
質、パーカーエンジニア
リング上海及びエムエム
アイ ツルテック㈱の決算
日は12月31日であり、同
日現在の決算財務諸表を
使用しておりますが、連
結決算日との間に生じた
重要な取引については連
結上必要な調整を行って
おります。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計

期間末日の市

場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全

部資本直入法

に よ り 処 理

し、売却原価

は、移動平均

法により算定)

によっており

ます。 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 イ 有価証券 

同左 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計期間

末日の市場価

格等に基づく

時価法(評価差

額は、全部資

本直入法によ

り処理し、売

却原価は、移

動平均法によ

り算定)によっ

ております。 

  時価のないもの 

移動平均法に

基づく原価法

によっており

ます。 

  時価のないもの 

移動平均法に

基づく原価法

によっており

ます。 

   ロ たな卸資産 

主として総平均法

に基づく原価法によ

っております。 

 ロ たな卸資産 

同左 

 ロ たな卸資産 

同左 

  ―――――  ハ デリバティブ取引

により生ずる債権

及び債務 

時価法によってお

ります。 

 ハ デリバティブ取引

により生ずる債権

及び債務 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

 定率法によってお

ります。 

 ただし、平成10年

４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については定

額法によっておりま

す。 

 なお、在外連結子

会社は定額法によっ

ております。 

 また、主な耐用年

数は下記のとおりで

あります。 

建物及び 

構築物 
２～50年

機械装置 

及び運搬具 
２～15年

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ロ 無形固定資産 

 定額法によってお

ります。 

 なお、耐用年数に

ついては、法人税法

に規定する方法と同

一の基準によってお

ります。 

 ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)に

ついては、社内にお

ける利用可能期間(５

年)に基づいておりま

す。 

 ロ 無形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上

基準 

 イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによ

る損失に備えるた

め、一般債権につい

ては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等

特定の債権について

は個別の債権の回収

可能性を検討し、回

収不能見込額を計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

 イ 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

 イ 貸倒引当金 

同左 

   ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支

給する賞与で支給対

象期間に対応して費

用負担するため、支

給見積額を計上して

おります。 

 ロ 賞与引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

同左 

   ハ 製品保証引当金 

 加工処理に係る製

品保証費用の発生に

備えるため、見積額

を計上しておりま

す。 

 ハ 製品保証引当金 

同左 

 ハ 製品保証引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   二 退職給付引当金 

 従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき、当中間連結

会計期間末において

発生していると認め

られる額を計上して

おります。 

 また、数理計算上

の差異については、

その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)で按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処

理することとしてお

ります。 

 二 退職給付引当金 

同左 

 二 退職給付引当金 

 従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産に基づき、

当連結会計年度末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。 

 また、数理計算上

の差異については、

その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)で按分した額を翌

連結会計年度から費

用処理することとし

ております。 

   ホ 役員退職慰労引当

金 

 役員の退職慰労金

支給に備えるため、

内規に基づく中間連

結会計期間末要支給

額を計上しておりま

す。 

 ホ 役員退職慰労引当

金 

同左 

 ホ 役員退職慰労引当

金 

 役員の退職慰労金

支給に備えるため、

内規に基づく連結会

計期間末要支給額を

計上しております。 

   へ 子会社整理損失引

当金 

子会社の整理による

損失に備えるため損失

見積額を計上しており

ます。 

――――― ――――― 

  (4) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

 一部の在外連結子会

社は、当該国の会計原

則に基づき、ファイナ

ンス・リース契約によ

るリース資産を有形固

定資産に計上しており

ます。 

(4) 重要なリース取引の

処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の

処理方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 重要なヘッジ会計の

方法 

 イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっ

ております。また、

為替予約について

は、振当処理の要件

を満たす場合は振当

処理を、金利スワッ

プについては、特例

処理の要件を満たす

場合は特例処理を行

っております。 

(5) 重要なヘッジ会計の

方法 

 イ ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の

方法 

 イ ヘッジ会計の方法 

同左 

   ロ ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

 ヘッジ手段につい

ては、為替予約取引

及び金利スワップを

行っております。ま

た、ヘッジ対象につ

いては、外貨建金銭

債権債務及び借入金

利息を対象にしてお

ります。 

 ロ ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

同左 

   ハ ヘッジ方針 

 金利変動リスク及

び為替変動リスクの

低減のため、対象債

権債務の範囲内でヘ

ッジを行っておりま

す。 

 ハ ヘッジ方針 

同左 

 ハ ヘッジ方針 

同左 

   ニ ヘッジ有効性評価

の方法 

 ヘッジ対象の相場

変動の累計とヘッジ

手段の相場変動の累

計とを比較し、両者

の変動額等を基礎に

して有効性の評価を

行っております。 

 ニ ヘッジ有効性評価

の方法 

同左 

 ニ ヘッジ有効性評価

の方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によって 

  おります。 

(6) その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロ

ー計算書)における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的

な投資からなっておりま

す。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。これにより税

金等調整前中間純利益が1,666百

万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき当該資産の金額から直

接控除しております。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号）が適用できるようになったこ

とに伴ない、当連結会計年度から

同会計基準及び同適用指針を適用

しております。これにより税金等

調整前当期純利益が1,824百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで流動負債「その他」に含めて

おりました「一年以内返済予定の長期借入金」は、当中

間連結会計期間において区分掲記することに変更しまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間の流動負債「その他」に含

めておりました「一年以内返済予定の長期借入金」は、

2,735百万円であります。 

――――― 

――――― （連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「雑収益」

に含めて表示しておりました「為替差益」（前中間連結

会計期間68百万円）については、営業外収益の総額の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

40,426百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

41,548百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

41,005百万円 

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

建物 1,784百万円

構築物 14 

機械装置 42 

土地 2,070 

自己株式 436 

合計 4,348 

担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

建物 1,483百万円

構築物 3 

機械装置 38 

土地 2,076 

自己株式 436

合計 4,038 

担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

建物 1,509百万円

構築物 3 

機械装置 42 

土地 2,070 

自己株式 436 

合計 4,062 

   (2) 担保資産に対応する債務 

短期借入金 652百万円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

1,045 

長期借入金 3,746 

合計 5,444 

 (2) 担保資産に対応する債務 

短期借入金 650百万円

１年以内
返済予定 
長期借入金

917 

長期借入金 2,958 

合計 4,525 

 (2) 担保資産に対応する債務 

短期借入金 650百万円

１年以内
返済予定 
長期借入金 

1,458 

長期借入金 3,184 

合計 5,292 

 ３ 偶発債務 

連結会社以外の下記会社の金融機

関借入金に対し債務保証を行って

おります。 

ミリオン化学㈱ 1,009百万円

瀋陽パーカライジ 
ング 

40 

日本パーカライジ 
ングマレーシア㈱ 

0 

合計 1,049 

偶発債務 

連結会社以外の下記会社の金融機

関借入金に対し債務保証を行って

おります。 

ミリオン化学㈱ 759百万円

瀋陽パーカライジ
ング 

50 

日本パーカライジ
ングマレーシア㈱ 

0 

合計 809 

偶発債務 

連結会社以外の下記会社の金融機

関借入金に対し債務保証を行って

おります。 

ミリオン化学㈱ 790百万円

瀋陽パーカライジ 
ング 

40 

日本パーカライジ 
ングマレーシア㈱ 

0 

合計 831 

 ４ 受取手形割引高 832百万円 受取手形割引高 448百万円 受取手形割引高 304百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の主なものは、

車輌運搬具４百万円でありま

す。 

固定資産売却益の主なものは、

土地104百万円であります。 

固定資産売却益の主なものは、車

輌運搬具５百万円、土地７百万円

であります。 

※２ ――――― 固定資産売却損の主なものは、

土地７百万円であります。 

固定資産売却損の主なものは、車

両運搬具２百万円であります。 

※３ 固定資産除却損の主なものは、

建物６百万円、機械装置18百万

円であります。 

固定資産除却損の主なものは、

機械装置26百万円であります。 

固定資産除却損の主なものは、機

械装置36百万円、工具器具備品７

百万円であります。 

※４ 当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

当社グループは、原則として、

事業所ごとに資産をグルーピン

グしておりますが、薬品事業に

ついては、関連する工場・営業

所を一体としてグルーピングし

ております。賃貸不動産、遊休

資産については物件ごとにグル

ーピングしております。 

上記資産グループは、地価の著

しい下落等の理由により、回収

可能額まで帳簿価額を減額し、

当該減少額を減損損失（1,666百

万円）として特別損失に計上し

ております。減損損失の内訳

は、土地1,666百万円でありま

す。 

なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額又は使用

価値により測定しており、正味

売却価額については、不動産鑑

定評価基準による鑑定額若しく

は、相続税評価額等を基礎とし

た評価額によっております。使

用価値については、将来キャッ

シュ・フローを5.0％で割引いて

算定しております。 

用途 場所 種類 

賃貸 京都府京都市 土地 

〃 東京都中央区 〃 

〃 北海道苫小牧市 〃 

〃 滋賀県八日市市 〃 

遊休 北海道苫小牧市 〃 

〃 岩手県北上市 〃 

〃 
福島県安達郡 
東和町 

〃 

〃 長野県茅野市 〃 

〃 三重県伊賀上野 〃 

――――― 当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社グループは、原則として、事

業所ごとに資産のグルーピングし

ておりますが、薬品事業について

は、関連する工場・営業所を一体

としてグルーピングしておりま

す。賃貸不動産及び遊休資産につ

いては物件ごとにグルーピングし

ております。 

上記資産グループは、地価の著し

い下落等の理由により、回収可能

額まで帳簿価額を減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。減損損失の内訳は、建物102百

万円、土地1,721百万円でありま

す。 

なお、当該資産グループの回収可

能額は正味売却価額又は使用価値

により測定しており、正味売却価

額については、不動産鑑定評価基

準による鑑定額又は相続税評価額

等を基礎とした評価額によってお

ります。使用価値については、将

来キャッシュ・フローを5.0％で割

引いて算定しております。 

  

用途 場所 種類 

賃貸 京都府京都市 土地 

〃 東京都中央区 土地・建物

〃 北海道苫小牧市 土地 

〃 滋賀県八日市市 〃 

遊休 北海道苫小牧市 〃 

〃 岩手県北上市 〃 

〃 
福島県安達郡 
東和町 

〃 

〃 長野県茅野市 〃 

〃 三重県伊賀上野 〃 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 中間連結会計期間における税金費

用については、一部の会社で簡便

法により計算しているため、法人

税等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示しており

ます。 

同左 ――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 13,741百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△1,189  

現金及び 
現金同等物 

12,551  

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 15,622百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△612

現金及び 
現金同等物 

15,009

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 14,743百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△552  

現金及び
現金同等物 

14,191  



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 (1) 借手側 
  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額
及び中間期末残高相当額 

  

    なお、取得価額相当額は、
未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法に
より算定しております。 

    
取得価額 
相当額 

(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

 286  178  108

その他 
(工具器具 
備品等) 

 46  26  20

合計  333  204  129

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 (1) 借手側 
  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額
及び中間期末残高相当額 

  

         同左 

    
取得価額
相当額 

(百万円)

 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具  242 125 116

その他 
(工具器具 
備品等) 

 77 32 45

合計  320 158 162

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 (1) 借手側 
  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

  

    なお、取得価額相当額は、
未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定
しております。 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 

(百万円) 
機械装置
及び 
運搬具 

 271  158  113

その他
(工具器具
備品等) 

 41  17  24

合計  313  175  137

  ② 未経過リース料中間期末残
高相当額 

    なお、未経過リース料中間
期末残高相当額は、未経過
リース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により
算定しております。 

１年以内 52百万円
１年超 76  

合計 129  

  ② 未経過リース料中間期末残
高相当額 

         同左 

１年以内 61百万円
１年超 101  

合計 162  

  ② 未経過リース料期末残高相
当額 

    なお、未経過リース料期末
残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込
み法により算定しておりま
す。 

１年以内 53百万円
１年超 83  

合計 137  

  ③ 支払リース料及び減価償却
費相当額 
支払リース料 37百万円

減価償却費 
相当額 

37 

  ③ 支払リース料及び減価償却
費相当額 
支払リース料 41百万円

減価償却費 
相当額 

41 

  ③ 支払リース料及び減価償却
費相当額 
支払リース料 70百万円

減価償却費 
相当額 

70 

  ④ 減価償却費相当額の算定方
法 

    リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定
額法によっております。 

  ④ 減価償却費相当額の算定方
法 

         同左 

  ④ 減価償却費相当額の算定方
法 

         同左 

 (2) 貸手側 
  ① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び中間期末
残高 

    取得価額 

(百万円) 
  
減価償却 
累計額 
(百万円) 

  
中間期末
残高 

(百万円)
機械装置 
及び 
運搬具 

 680  563  117

その他 
(工具器具 
備品等) 

 253  179  74

合計  933  742  191

 (2) 貸手側 
  ① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び中間期末
残高 

    取得価額

(百万円)
 
減価償却
累計額 
(百万円)

 
中間期末
残高 

(百万円)
機械装置 
及び 
運搬具 

 649 559 89

その他 
(工具器具 
備品等) 

 260 193 66

合計  909 752 156

 (2) 貸手側 
① リース物件の取得価額、減
価償却累計額及び期末残高 

  

  
取得価額

(百万円)
  
減価償却 
累計額 
(百万円) 

  期末残高
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

 662  560  101

その他
(工具器具
備品等) 

 257  185  72

合計  920  746  173



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

    なお、未経過リース料中間

期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が営業債権

の中間期末残高等に占める

割合が低いため、受取利子

込み法により算定しており

ます。 

１年以内 104百万円

１年超 131  

合計 235  

  ② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

         同左 

１年以内 110百万円

１年超 125  

合計 235  

  ② 未経過リース料期末残高相

当額 

    なお、未経過リース料期末

残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の期

末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

１年以内 101百万円

１年超 119  

合計 220  

  ③ 受取リース料及び減価償却

費 

受取リース料 84百万円

減価償却費 31 

  ③ 受取リース料及び減価償却

費 

受取リース料 95百万円

減価償却費 26 

  ③ 受取リース料及び減価償却

費 

受取リース料 172百万円

減価償却費 64 

オペレーティング・リース取引 

 (1) 借手側 

   未経過リース料 

１年以内 17百万円

１年超 10  

合計 27  

オペレーティング・リース取引 

 (1) 借手側 

   未経過リース料 

１年以内 12百万円

１年超 6  

合計 18  

オペレーティング・リース取引 

 (1) 借手側 

   未経過リース料 

１年以内 16百万円

１年超 13  

合計 29  

 (2) 貸手側 

   未経過リース料 

１年以内 9百万円

１年超 ―  

合計 9  

 (2) 貸手側 

   未経過リース料 

１年以内 15百万円

１年超 0  

合計 16  

 (2) 貸手側 

   未経過リース料 

１年以内 11百万円

１年超 ―  

合計 11  



(有価証券関係) 
前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  
当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  
前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

(1) 株式 2,943 9,998 7,054 

(2) その他       

   投資信託 2,461 2,492 31 

社  債 99 100 1 

合計 5,503 12,590 7,087 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 269 

優先出資証券 500 

  取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

(1) 株式 3,541 14,844 11,302 

(2) その他       

   投資信託 2,213 2,272 58 

合計 5,755 17,116 11,361 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 272 

優先出資証券 500 

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

(1) 株式 3,088 11,117 8,028 

(2) その他       

投資信託 2,458 2,479 20 

合計 5,547 13,596 8,049 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 282 

優先出資証券 500 



(デリバティブ取引関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

為替予約取引及び金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記事項として記

載しておりません。 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

(注)１ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあ

りません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

(注)１ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあ

りません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

前へ     

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

金利スワップ取引、 
受取変動・支払変動 

800 800 △4 △4 

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

金利スワップ取引、 
受取変動・支払変動 

800 800 △3 △3 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 
  

  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 
  

  

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
  

  

  

(注) １ 事業区分は、概ね事業目的において区分された項目をもとに事業規模を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品 

  
薬品 
事業 
(百万円) 

装置 
事業 
(百万円) 

加工
事業 
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

14,826 6,326 14,776 1,962 37,891 ― 37,891

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

402 128 0 903 1,435 (1,435) ―

計 15,229 6,455 14,777 2,865 39,326 (1,435) 37,891

営業費用 11,563 6,458 12,265 2,659 32,947 612 33,560

営業利益又は営業損失(△) 3,665 △3 2,512 205 6,379 (2,047) 4,331

  
薬品 
事業 
(百万円) 

装置 
事業 
(百万円) 

加工
事業 
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

15,990 6,987 16,046 1,674 40,698 ― 40,698

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

429 608 0 822 1,859 (1,859) ―

計 16,419 7,595 16,046 2,496 42,558 (1,859) 40,698

営業費用 12,666 7,451 12,989 2,336 35,443 214 35,658

営業利益 3,752 144 3,057 160 7,114 (2,074) 5,039

  
薬品 
事業 
(百万円) 

装置 
事業 
(百万円) 

加工
事業 
(百万円) 

その他
の事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

30,227 14,034 30,733 3,657 78,653 ― 78,653

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

894 623 1 1,725 3,244 (3,244) ―

計 31,122 14,658 30,735 5,382 81,898 (3,244) 78,653

営業費用 23,810 14,371 25,248 5,005 68,435 805 69,241

営業利益 7,311 287 5,486 377 13,463 (4,050) 9,412

事業区分 主要製品 

薬品 金属表面処理剤、圧延油、防錆油、めっき液他 

装置 金属表面処理装置、塗装装置他 

加工 防錆加工、熱処理加工他 

その他 運送事業、構造物メンテナンス事業他 



３ 「消去又は全社」に含めた主な内容及び金額は、以下のとおりであります。 

  

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

前連結
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

配賦不能営業費用 2,179 2,260 4,351
「消去又は全社」に含めた配賦不能営業
費用の合計 

  1,591 1,665 3,158 提出会社の一般管理費

  587 594 1,193 提出会社の技術研究費



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

  

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

欧米 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

31,956 3,975 1,960 37,891 ― 37,891

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

796 45 20 861 (861) ―

計 32,752 4,020 1,980 38,753 (861) 37,891

営業費用 27,241 3,320 1,752 32,314 1,245 33,560

営業利益 5,510 700 227 6,439 (2,107) 4,331

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

欧米 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

32,827 5,611 2,260 40,698 ― 40,698

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,452 15 0 1,467 (1,467) ―

計 34,279 5,626 2,260 42,165 (1,467) 40,698

営業費用 28,357 4,744 1,918 35,020 637 35,658

営業利益 5,921 881 341 7,145 (2,105) 5,039

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

欧米 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

64,651 10,068 3,933 78,653 ― 78,653

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,771 119 24 1,914 (1,914) ―

計 66,422 10,187 3,957 80,568 (1,914) 78,653

営業費用 55,039 8,319 3,587 66,946 2,294 69,241

営業利益 11,383 1,868 370 13,621 (4,209) 9,412

地域区分 主な国又は地域 

アジア 中国、台湾、タイ、インドネシア他 

欧米 アメリカ、カナダ、ベルギー 



３ 「消去又は全社」に含めた主な内容及び金額は、以下のとおりであります。 

  

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

前連結
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

配賦不能営業費用 2,179 2,260 4,351
「消去又は全社」に含めた配賦不能営業
費用の合計 

  1,591 1,665 3,158 提出会社の一般管理費

  587 594 1,193 提出会社の技術研究費



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) アジア……………タイ、中国、インドネシア、台湾他 

  (2) 北米………………アメリカ、カナダ 

  (3) その他の地域……イギリス、チェコ、イタリア他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) アジア……………タイ、中国、インドネシア、台湾他 

  (2) 北米………………アメリカ、カナダ 

  (3) その他の地域……チェコ、イギリス、イタリア他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) アジア……………タイ、中国、インドネシア、台湾他 

  (2) 北米………………アメリカ、カナダ 

  (3) その他の地域……チェコ、イギリス、イタリア他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,279 1,751 267 7,297

Ⅱ 連結売上高(百万円)   37,891

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

13.9 4.6 0.7 19.2

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,031 2,002 318 9,353

Ⅱ 連結売上高(百万円)   40,698

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

17.3 4.9 0.8 23.0

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,055 3,581 475 17,113

Ⅱ 連結売上高(百万円)   78,653

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

16.6 4.6 0.6 21.8



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 662円92銭 １株当たり純資産額 800円55銭 １株当たり純資産額 719円15銭

１株当たり中間純利益 27円91銭 １株当たり中間純利益 52円51銭 １株当たり当期純利益 81円12銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。 

  

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利

益 

1,808百万円 

普通株式に係る中間純利益 

1,808百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

64,818,546株 
  

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利

益 

3,403百万円 

普通株式に係る中間純利益 

3,403百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

64,808,453株 
  

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

5,341百万円 

普通株式に係る当期純利益 

5,257百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

利益処分による役員賞与金 

83百万円 

普通株式の期中平均株式数 

64,808,956株 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

〔資産の部〕         

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   6,379   7,043 5,460   

 ２ 受取手形   6,169   6,134 5,366   

３ 売掛金   8,846   10,434 9,952   

 ４ たな卸資産   1,886   1,806 1,949   

 ５ その他   3,264   2,021 2,056   

   貸倒引当金   △16   △21 △23   

    流動資産合計    26,529 40.2 27,419 38.4  24,762 37.6

Ⅱ 固定資産         

 (1) 有形固定資産 ※１       

  １ 建物   4,399   4,280 4,465   

  ２ 機械装置   1,806   1,743 1,798   

  ３ 土地   8,405   9,031 9,210   

  ４ その他   950   970 963   

    有形固定資産合計   15,561   (23.5) 16,026 (22.5) 16,437   (25.0)

 (2) 無形固定資産   85   (0.1) 88 (0.1) 93   (0.1)

 (3) 投資その他の資産         

  １ 投資有価証券   12,015   16,312 13,024   

  ２ 関係会社株式   7,225   7,060 7,095   

  ３ 長期貸付金   3,146   2,809 2,947   

  ４ その他   1,616   1,799 1,645   

   貸倒引当金   △113   △159 △136   

    投資その他の 
    資産合計   23,890   (36.2) 27,821 (39.0) 24,575   (37.3)

    固定資産合計    39,537 59.8 43,936 61.6  41,106 62.4

   資産合計    66,067 100.0 71,356 100.0  65,868 100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

〔負債の部〕         

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形   342   416 450   

 ２ 買掛金   6,701   7,422 6,884   

 ３ 短期借入金   2,890   2,550 1,650   

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金   1,330   2,756 738   

 ５ 未払法人税等   1,002   1,136 889   

 ６ 未払消費税等 ※４ 199   129 217   

 ７ 賞与引当金   1,195   1,220 1,290   

８ 子会社整理損失 
引当金   650   ― ―   

 ９ その他   1,788   1,794 1,758   

    流動負債合計    16,099 24.4 17,425 24.4  13,878 21.1

Ⅱ 固定負債         

 １ 長期借入金   4,265   2,119 4,497   

 ２ 退職給付引当金   7,220   6,956 7,026   

 ３ 役員退職慰労引当金   429   444 448   

 ４ その他   104   1,730 545   

    固定負債合計    12,019 18.2 11,250 15.8  12,517 19.0

   負債合計    28,118 42.6 28,676 40.2  26,395 40.1

〔資本の部〕         

Ⅰ 資本金    4,560 6.9 4,560 6.4  4,560 6.9

Ⅱ 資本剰余金         

   資本準備金   3,912   3,912 3,912   

   資本剰余金合計    3,912 5.9 3,912 5.5  3,912 5.9

Ⅲ 利益剰余金         

 １ 利益準備金   1,140   1,140 1,140   

 ２ 任意積立金   21,508   23,338 21,508   

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益   2,912   3,412 3,935   

   利益剰余金合計    25,561 38.6 27,890 39.1  26,584 40.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    3,944 6.0 6,382 8.9  4,467 6.8

Ⅴ 自己株式    △30 △0.0 △66 △0.1  △52 △0.1

   資本合計    37,948 57.4 42,680 59.8  39,473 59.9

   負債・資本合計    66,067 100.0 71,356 100.0  65,868 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    19,629 100.0 21,087 100.0  40,016 100.0

Ⅱ 売上原価    12,809 65.3 14,009 66.4  26,206 65.5

   売上総利益    6,820 34.7 7,078 33.6  13,809 34.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    5,028 25.6 5,065 24.1  10,147 25.3

   営業利益    1,791 9.1 2,012 9.5  3,662 9.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  922 4.7 975 4.6  1,415 3.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  72 0.3 108 0.4  139 0.4

   経常利益    2,641 13.5 2,879 13.7  4,938 12.3

Ⅵ 特別利益 ※３  2 0.0 74 0.3  30 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  611 3.1 139 0.7  634 1.6

   税引前中間(当期) 
   純利益    2,032 10.4 2,814 13.3  4,335 10.8

   法人税、住民税 
   及び事業税   1,023   1,109 1,721   

   法人税等調整額   △305 718 3.7 △108 1,001 4.7 △54 1,666 4.1

   中間(当期)純利益    1,314 6.7 1,812 8.6  2,668 6.7

   前期繰越利益    1,598 1,599  1,598 

   中間配当額    ― ―  331 

   中間(当期)未処分 
   利益    2,912 3,412  3,935 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

(1) 有価証券 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)によっておりま

す。 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直

入法により処理し、

売却原価は、移動平

均法により算定)によ

っております。 

   時価のないもの 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

   時価のないもの 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

  (2) たな卸資産 

 製品、商品、仕掛品 

総平均法による原価

法によっておりま

す。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

   原材料 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

    

   貯蔵品 

最終仕入原価法によ

っております。 

    

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっており

ます。 

 ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く。)については定額法

によっております。 

 また、主な耐用年数

は下記のとおりであり

ます。 

建物及び 
構築物 

２～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

 定額法によっており

ます。 

 なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づいております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別の債権の

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給

する賞与で支給対象期

間に対応して費用負担

するため、支給見積額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の

差異については、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)で按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理することとしてお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産に基

づき、当事業年度末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 なお、数理計算上の

差異については、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)で按分

した額を翌事業年度か

ら費用処理することと

しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支

給に備えるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支

給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 



  

  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 子会社整理損失引当金

子会社の整理による

損失に備えるため、損

失見積額を計上してお

ります。 

    

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用しております。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。これにより税引前中間

純利益が455百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき当該資産の金額から直接

控除しております。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号）が適用できるようになったこ

とに伴い、当事業年度から同会計

基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前当期純

利益が455百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

23,251百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

23,346百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

23,561百万円 

 ２ 偶発債務 

下記会社の金融機関借入金に対し

債務保証を行っております。 

㈱雄元 6,218百万円

パーカーエンジ 
ニアリング㈱ 

200 

パーカー興産㈱ 100 

パーカー加工㈱ 160 

大関化学㈱ 13 

ミリオン化学㈱ 1,009 

瀋陽パーカライ 
ジング 

40 

広州パーカライ 
ジング 

23 

重慶パーカライ 
ジング 

84 

上海パーカー表 
面改質 

130 

ツルテック㈱ 1 

日本パーカライ 
ジングマレーシ 
ア㈱ 

0 

台湾パーカー㈱ 19 

合計 7,999 

偶発債務 

下記会社の金融機関借入金に対し

債務保証を行っております。 

㈱雄元 4,755百万円

パーカーエンジ
ニアリング㈱ 

200

パーカー興産㈱ 100

パーカー加工㈱ 20

大関化学㈱ 13

ミリオン化学㈱ 759

瀋陽パーカライ
ジング 

50

広州パーカライ
ジング 

68

重慶パーカライ
ジング 

80

上海パーカー表
面改質 

100

ツルテック㈱ 1

日本パーカライ
ジングマレーシ 
ア㈱ 

0

合計 6,148

偶発債務 

下記会社の金融機関借入金に対し

債務保証を行っております。 

㈱雄元 5,973百万円

パーカーエンジ
ニアリング㈱ 

200 

パーカー興産㈱ 100 

パーカー加工㈱ 40 

大関化学㈱ 10 

ミリオン化学㈱ 790 

瀋陽パーカライ
ジング 

40 

広州パーカライ 
ジング 

66 

重慶パーカライ
ジング 

84 

上海パーカー表
面改質 

130 

ツルテック㈱ 1 

日本パーカライ
ジングマレーシ
ア㈱ 

0 

合計 7,436 

 ３ 受取手形裏書譲渡高 

31百万円 

――――― 受取手形裏書譲渡高 

13百万円 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、「未払消費税等」と

して区分掲記しております。 

消費税等の取扱い 

同左 

――――― 



  
(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 53百万円

受取配当金 422 

営業外収益の主要項目 

受取利息 52百万円

受取配当金 483 

営業外収益の主要項目 

受取利息 106百万円

受取配当金 593 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 31百万円

営業外費用の主要項目 

支払利息 29百万円

営業外費用の主要項目 

支払利息 62百万円

※３ ――――― 特別利益の主要項目 

土地売却益 72百万円

――――― 

※４ 特別損失の主要項目 

当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社は、原則として事業所ごとに

資産をグルーピングしております

が、薬品事業については、関連す

る工場・営業所を一体としてグル

ーピングしております。賃貸不動

産、遊休資産については物件ごと

にグルーピングしております。 

上記資産グループは、地価の著し

い下落等の理由により、回収可能

額まで帳簿価額を減額し、当該減

少額を減損損失（455百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。減損損失の内訳は、土地455

百万円であります。 

なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額により測

定しており、不動産鑑定評価基

準による鑑定額若しくは、相続

税評価額等を基礎とした評価額

によっております。 

子会社整理損失 
引当金繰入額 

110百万円

減損損失 455 

用途 場所 種類 

賃貸 京都府京都市 土地 

〃 北海道苫小牧市 〃 

遊休 北海道苫小牧市 〃 

〃 岩手県北上市 〃 

〃 
福島県安達郡 
東和町 

〃 

〃 長野県茅野市 〃 

特別損失の主要項目 

子会社株式評価
損 

110百万円

特別損失の主要項目 

当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社は、原則として事業所ごとに

資産をグルーピングしております

が、薬品事業については、関連す

る工場・営業所を一体としてグル

ーピングしております。賃貸不動

産及び遊休資産については物件ご

とにグルーピングしております。 

上記資産グループは、地価の著し

い下落等の理由により、回収可能

額まで帳簿価額を減額し、当該減

少額を減損損失（455百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。減損損失の内訳は、土地455

百万円であります。 

なお、当該資産グループの回収可

能額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価基準によ

る鑑定額又は相続税評価額等を基

礎とした評価額によっておりま

す。 

子会社整理損失 116百万円

減損損失   455 

用途 場所 種類 

賃貸 京都府京都市 土地 

〃 北海道苫小牧市 〃 

遊休 北海道苫小牧市 〃 

〃 岩手県北上市 〃 

〃 
福島県安達郡 
東和町 

〃 

〃 長野県茅野市 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 442百万円

無形固定資産 5 

計 447 

減価償却実施額 

有形固定資産 418百万円

無形固定資産 6 

計 424 

減価償却実施額 

有形固定資産 920百万円

無形固定資産 11 

計 932 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

    
取得価額 
相当額 

(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

車輛 
運搬具  50   27   22

工具器
具備品  443   270   172

合計   493   298   194

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

    
取得価額
相当額 

(百万円)

 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

 

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

車輛 
運搬具  51 23 27

工具器
具備品  407 257 150

合計   458 280 177

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 

(百万円) 
車輛
運搬具

 59 28   30

工具器
具備品

 379 236   142

合計 438 265   173

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 108百万円

１年超 86 

合計 194 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 87百万円

１年超 90 

合計 177 

② 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 97百万円

１年超 75 

合計 173 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額 72 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 138百万円

減価償却費相当額 138 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 9百万円

１年超 1 

合計 11 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 8百万円

１年超 1 

合計 9 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 7百万円

１年超 1 

合計 9 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

関連会社株式 225百万円 2,514百万円 2,288百万円 

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

関連会社株式 225百万円 3,683百万円 3,457百万円 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

関連会社株式 225百万円 3,095百万円 2,870百万円 



(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 572円95銭 １株当たり純資産額 644円73銭 １株当たり純資産額 595円54銭

１株当たり中間純利益 19円84銭 １株当たり中間純利益 27円38銭 １株当たり当期純利益 39円64銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

1,314百万円 

普通株式に係る中間純利益 

1,314百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

66,240,097株 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

1,812百万円 

普通株式に係る中間純利益 

1,812百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

66,204,894株 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の当期純利益 

2,668百万円 

普通株式に係る当期純利益 

2,625百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

利益処分による役員賞与金 

43百万円 

普通株式の期中平均株式数 

66,230,657株 

  



(2) 【その他】 

平成17年11月17日開催の取締役会において、平成17年９月30日現在の株主名簿に記載された株主及び実質株主名

簿に記載された実質株主又は登録質権者に対し、次のとおり中間配当金を支払う旨の決議を行いました。 

  

  

  

中間配当金総額 １株当たりの配当額 支払開始日 

463百万円 ７円 平成17年12月９日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第120期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

日本パーカライジング株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本パーカライジング株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、日

本パーカライジング株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 
  
追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して連結財務諸表

を作成している。 
  
会社と公認会計士三浦新一及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士 三 浦 新 一 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 三 浦 新 一 

      

  
  

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 進 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 泰 博 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

日本パーカライジング株式会社 

取  締  役  会   御  中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本パーカライジング株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、日

本パーカライジング株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と公認会計士三浦新一及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士 三 浦 新 一 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 三 浦 新 一 

      

  
  

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 泰 博 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 飯 塚 俊 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

日本パーカライジング株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本パーカライジング株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１２０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本パーカ

ライジング株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作

成している。 
  
会社と公認会計士三浦新一及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士 三 浦 新 一 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 三 浦 新 一 

      

  
  

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 進 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 泰 博 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

日本パーカライジング株式会社 

取  締  役  会   御  中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本パーカライジング株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１２１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本パーカ

ライジング株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と公認会計士三浦新一及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士 三 浦 新 一 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 三 浦 新 一 

      

  
  

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 泰 博 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 飯 塚 俊 二 
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